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(57)【要約】
【課題】主走査方向における画像濃度の変化を抑えるこ
とができる画像形成装置を提供する。
【解決手段】画像形成装置は、感光体と、画像データに
基づき前記感光体を光で走査して前記感光体に潜像を形
成する走査手段と、前記感光体に形成された前記潜像に
トナーを付着させることにより前記感光体に画像を形成
する現像手段と、前記走査手段の構成及び前記現像手段
の構成のいずれか、或いは、両方に起因する前記画像の
主走査方向の濃度変化を低減させる様に前記感光体の露
光量を補正する補正手段と、を備えている。
【選択図】図６
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　感光体と、
　画像データに基づき前記感光体を光で走査して前記感光体に潜像を形成する走査手段と
、
　前記感光体に形成された前記潜像にトナーを付着させることにより前記感光体に画像を
形成する現像手段と、
　前記走査手段の構成及び前記現像手段の構成のいずれか、或いは、両方に起因する前記
画像の主走査方向の濃度変化を低減させる様に前記感光体の露光量を補正する補正手段と
、
を備えていることを特徴とする画像形成装置。
【請求項２】
　画像データに対して中間調処理を行う中間調処理手段を備え、
　前記補正手段は、画像データが示す階調値の補正を行い、
　前記中間調処理手段は、前記補正手段による補正後の画像データに対して前記中間調処
理を行うことを特徴とする請求項１に記載の画像形成装置。
【請求項３】
　前記走査手段は、像高に応じて走査速度が変化する光で前記感光体を走査し、かつ、前
記走査速度の変化による前記感光体の露光量の変化を低減させる様に前記光を射出する光
源の発光強度を補正し、
　前記補正手段は、前記光の前記感光体におけるスポット径の像高による変化に起因する
前記主走査方向の濃度変化を低減させる様に前記画像データの階調値を補正することを特
徴とする請求項２に記載の画像形成装置。
【請求項４】
　前記走査手段は、像高に応じて走査速度が変化する光で前記感光体を走査し、
　前記補正手段は、前記走査速度の変化による前記感光体の露光量の変化に起因する前記
主走査方向の濃度変化と、前記光の前記感光体におけるスポット径の像高による変化に起
因する前記主走査方向の濃度変化との両方を低減させる様に前記画像データの階調値を補
正することを特徴とする請求項２に記載の画像形成装置。
【請求項５】
　前記現像手段は、前記感光体の潜像に前記トナーを付着させる現像スリーブと、前記感
光体とが接触しない構成であり、
　前記補正手段は、前記現像スリーブと前記感光体との距離の前記主走査方向における不
均一性に起因する前記主走査方向の濃度変化を低減させる様に前記画像データの階調値を
補正することを特徴とする請求項２から４のいずれか１項に記載の画像形成装置。
【請求項６】
　前記現像手段は、前記トナーを格納する格納容器を有し、
　前記補正手段は、前記格納容器に格納された前記トナーの流動性の前記主走査方向にお
ける不均一性に起因する前記主走査方向の濃度変化を低減させる様に前記画像データの階
調値を補正することを特徴とする請求項２から５のいずれか１項に記載の画像形成装置。
【請求項７】
　前記補正手段は、像高と前記階調値の補正量との関係を示す補正情報に基づき前記画像
データが示す階調値の補正を行うことを特徴とする請求項２から６のいずれか１項に記載
の画像形成装置。
【請求項８】
　前記補正手段は、像高と前記階調値の補正量との関係を示す複数の補正情報を有し、
　前記現像手段の使用状態に応じて前記複数の補正情報から選択した補正情報に基づき前
記画像データが示す階調値の補正を行うことを特徴とする請求項２から６のいずれか１項
に記載の画像形成装置。
【請求項９】
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　前記補正手段は、像高と前記階調値の補正量との関係を示す複数の補正情報を有し、
　前記現像手段が有するトナー量に応じて前記複数の補正情報から選択した補正情報に基
づき前記画像データが示す階調値の補正を行うことを特徴とする請求項５に記載の画像形
成装置。
【請求項１０】
　前記現像手段は、前記感光体の潜像に前記トナーを付着させる現像スリーブと、前記感
光体とが接触する構成であり、
　前記補正手段は、像高と前記階調値の補正量との関係を示す複数の補正情報を有し、前
記現像スリーブの累積回転時間に応じて前記複数の補正情報から選択した補正情報に基づ
き前記画像データが示す階調値の補正を行うことを特徴とする請求項２から４のいずれか
１項に記載の画像形成装置。
【請求項１１】
　前記画像形成装置の温度を検出する検出手段をさらに備えており、
　前記補正手段は、前記複数の補正情報からの前記補正情報の選択に、前記検出手段が検
出する温度も使用することを特徴とする請求項１０に記載の画像形成装置。
【請求項１２】
　前記画像形成装置の温度を検出する検出手段をさらに備えており、
　前記現像手段は、前記感光体の潜像に前記トナーを付着させる現像スリーブと、前記感
光体とが接触する構成であり、
　前記補正手段は、像高と前記階調値の補正量との関係を示す複数の補正情報を有し、前
記検出手段が検出する温度に応じて前記複数の補正情報から選択した補正情報に基づき前
記画像データが示す階調値の補正を行うことを特徴とする請求項２から４のいずれか１項
に記載の画像形成装置。
【請求項１３】
　前記現像手段は、前記トナーを格納する格納容器を有し、
　前記複数の補正情報のそれぞれは、前記格納容器に格納された前記トナーの流動性の前
記主走査方向における不均一性に起因する前記主走査方向の濃度変化を低減させるための
前記画像データの階調値の補正量を示すことを特徴とする請求項１０から１２のいずれか
１項に記載の画像形成装置。
【請求項１４】
　前記走査手段は、像高に応じて走査速度が変化する光で前記感光体を走査し、
　前記補正手段は、前記走査速度の変化による前記感光体の露光量の変化に起因する前記
主走査方向の濃度変化と、前記光の前記感光体におけるスポット径の像高による変化に起
因する前記主走査方向の濃度変化との両方を低減させる様に前記光を射出する光源の発光
強度を補正することを特徴とする請求項１に記載の画像形成装置。
【請求項１５】
　前記現像手段は、前記感光体の潜像に前記トナーを付着させる現像スリーブと、前記感
光体とが接触しない構成であり、
　前記補正手段は、前記現像スリーブと前記感光体との距離の前記主走査方向における不
均一性に起因する前記主走査方向の濃度変化を低減させる様に前記光を射出する光源の発
光強度を補正することを特徴とする請求項１又は１４に記載の画像形成装置。
【請求項１６】
　前記現像手段は、前記トナーを格納する格納容器を有し、
　前記補正手段は、前記格納容器に格納された前記トナーの流動性の前記主走査方向にお
ける不均一性に起因する前記主走査方向の濃度変化を低減させる様に前記光を射出する光
源の発光強度を補正することを特徴とすることを特徴とする請求項１、１４及び１５のい
ずれか１項に記載の画像形成装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本発明は、レーザビームプリンタ、デジタル複写機、デジタルＦＡＸ等の電子写真方式
の画像形成装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　画像形成装置においては、種々の理由により主走査方向における画像濃度の均一性が崩
れる。例えば、画像形成装置において静電潜像にトナーを付着させて現像する現像装置は
、現像スリーブとトナー粒子との摩擦によりトナーに電荷を与える。主走査方向における
画像濃度を均一にするには、トナーを過剰に帯電させることなく、かつ、現像スリーブの
長手方向（主走査方向）においてトナーを均一に帯電させなければならない。ここで、現
像スリーブの主走査方向の端部側では、側壁の抵抗によりトナーの流動性が阻害され、現
像スリーブの中央側に比べてトナーの流動速度は小さくなる。よって、端部側のトナーは
、中央部のトナーよりも現像スリーブとの接触時間が長くなり、中央部よりも電荷が高く
なり易い。結果、主走査方向の端部の濃度は、中央部に比べて低くなる。
【０００３】
　特許文献１は、現像スリーブの被覆層の中央部と端部で導電性微粒子の含有割合を変え
ることで、或いは、被覆層の磨き処理に差をつけることで、トナーを均一に帯電させる構
成を開示している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特許第３０２９１６２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、特許文献１の構成では、現像スリーブの構造・構成が複雑になり、画像
形成装置のコストアップにつながる。
【０００６】
　上記例に示す様に、画像形成装置では、種々の要因により、主走査方向における画像濃
度の均一性が崩れる、つまり、主走査方向における濃度変化が生じ得る。
【０００７】
　本発明は、主走査方向における画像濃度の変化を抑えることができる画像形成装置を提
供するものである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明の一態様によると、画像形成装置は、感光体と、画像データに基づき前記感光体
を光で走査して前記感光体に潜像を形成する走査手段と、前記感光体に形成された前記潜
像にトナーを付着させることにより前記感光体に画像を形成する現像手段と、前記走査手
段の構成及び前記現像手段の構成のいずれか、或いは、両方に起因する前記画像の主走査
方向の濃度変化を低減させる様に前記感光体の露光量を補正する補正手段と、を備えてい
ることを特徴とする。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によると、主走査方向における画像濃度の変化を抑えることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】一実施形態による画像形成装置の構成図。
【図２】一実施形態による光走査装置の構成図。
【図３】一実施形態による像高と部分倍率との関係を示す図。
【図４】一実施形態による露光制御構成を示す図。
【図５】一実施形態による各信号の関係と、像高と潜像の関係を示す図。
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【図６】一実施形態による部分倍率補正、輝度補正及び濃度補正の説明図。
【図７】一実施形態による画像処理部１０１の機能ブロック図。
【図８】一実施形態によるディザマトリクスを示す図。
【図９】一実施形態による閾値テーブルを示す図。
【図１０】一実施形態による位置制御マトリクスを示す図。
【図１１】一実施形態によるレベルとパルス信号との関係を示す図。
【図１２】一実施形態によるディザ成長図。
【図１３】一実施形態によるスポット径と光量分布との関係を示す図。
【図１４】一実施形態による、スポット径と連続発光時の光量分布との関係を示す図。
【図１５】一実施形態による感光体の露光量と、露光電位との関係を示す図。
【図１６】一実施形態による感光体の主走査方向における露光電位分布を示す図。
【図１７】一実施形態によるベタ画像の処理例を示す図。
【図１８】第一実施形態と比較例１について、印刷画像の主走査方向の濃度変化を示す図
。
【図１９】一実施形態による現像部の構成図。
【図２０】第三実施形態と比較例２について、印刷画像の主走査方向の濃度変化を示す図
。
【図２１】第四実施形態と比較例３について、印刷画像の主走査方向の濃度変化を示す図
。
【図２２】第五実施形態と比較例４及び５について、印刷画像の主走査方向の濃度変化を
示す図。
【図２３】像高とスポット径との関係を示す図。
【図２４】一実施形態による部分倍率補正及び濃度補正の説明図。
【図２５】一実施形態による濃度補正の説明図。
【図２６】一実施形態による部分倍率補正、輝度補正及び濃度補正の説明図。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、本発明の例示的な実施形態について図面を参照して説明する。なお、以下の実施
形態は例示であり、本発明を実施形態の内容に限定するものではない。また、以下の各図
においては、実施形態の説明に必要ではない構成要素については図から省略する。
【００１２】
　＜第一実施形態＞
　図１は、本実施形態による画像形成装置９の概略的な構成図である。光走査装置４００
のレーザ駆動部３００は、画像信号生成部１００から出力される画像信号に基づき、光ビ
ーム４１０を射出する。この光ビーム４１０は、図示しない帯電部により帯電された感光
体４を走査・露光し、感光体４の表面に潜像を形成する。不図示の現像部は、この潜像を
トナーで現像してトナー像を形成する。また、給紙ユニット８から給紙された記録媒体は
、搬送ローラ５により感光体４と転写ローラ４１とのニップ領域に搬送される。転写ロー
ラ４１は、感光体４に形成されたトナー像をこの記録媒体に転写する。記録媒体は、その
後、定着部６に搬送される。定着部６は、記録媒体を加熱・加圧してトナー像を記録媒体
に定着させる。トナー像が定着された記録媒体は、排紙ローラ７により画像形成装置９の
外部に排出される。
【００１３】
　図２は、本実施形態による光走査装置４００の構成図であり、図２（Ａ）は、主走査方
向の断面図を、図２（Ｂ）は、副走査方向の断面図を示している。光源４０１が射出した
光ビーム（光束）４１０は、開口絞り４０２によって楕円形状に整形されてカップリング
レンズ４０３に入射する。カップリングレンズ４０３を通過した光ビーム４１０は、略平
行光に変換されて、アナモフィックレンズ４０４に入射する。なお、略平行光とは、弱収
束光及び弱発散光を含む。アナモフィックレンズ４０４は、主走査断面内において正の屈
折力を有しており、入射する光束を主走査断面内においては収束光に変換する。また、ア
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ナモフィックレンズ４０４は、副走査断面内において偏向器４０５の反射面４０５ａの近
傍に光束を集光しており、主走査方向に長い線像を形成する。
【００１４】
　そして、アナモフィックレンズ４０４を通過した光束は、偏向器（ポリゴンミラー）４
０５の反射面４０５ａにて反射される。反射面４０５ａで反射した光ビーム４１０は、結
像レンズ４０６を透過し、感光体４の表面で結像し、所定のスポット状の像（以降、スポ
ットと表記する）を形成することで感光体４を照射・露光する。偏向器４０５を不図示の
駆動部により矢印Ａｏ方向に一定の角速度で回転させることにより、感光体４の被走査面
４０７上でスポットが主走査方向に移動し、被走査面４０７上に潜像を形成する。なお、
主走査方向とは、感光体４の回転軸と平行な方向である。また、副走査方向とは、感光体
４の周方向である。
【００１５】
　ビームディテクト（以降、ＢＤと記述する）センサ４０９とＢＤレンズ４０８は、被走
査面４０７上に潜像を書き込むタイミングを決定する同期用光学系である。ＢＤレンズ４
０８を通過した光ビーム４１０は、フォトダイオードを含むＢＤセンサ４０９に入射し検
知される。ＢＤセンサ４０９により光ビーム４１０を検知したタイミングに基づいて、感
光体４への書き込みタイミング（潜像の形成タイミング）の制御が行われる。本実施形態
の光源４０１は１つの発光部を有するものであるが、光源４０１として、独立して発光制
御可能な複数の発光部を備えるものであっても良い。
【００１６】
　図２に示すように、結像レンズ４０６は、入射面４０６ａ及び出射面４０６ｂの２つの
光学面（レンズ面）を有する。結像レンズ４０６は、主走査断面内において、反射面４０
５ａにて偏向された光束が被走査面４０７上を所望の走査特性で走査する構成となってい
る。また、結像レンズ４０６は、被走査面４０７上でのレーザ光４１０のスポットを所望
の形状にする構成となっている。
【００１７】
　本実施形態において、結像レンズ４０６は、所謂、ｆθ特性を有していない。つまり、
偏向器４０５が等角速度で回転しているときに、スポットは、被走査面４０７上を等速に
移動しない。ｆθ特性を有さない結像レンズ４０６を用いることにより、結像レンズ４０
６を偏向器４０５に近接して（距離Ｄ１が小さい位置に）配置することが可能となる。ま
た、ｆθ特性を有さない結像レンズ４０６はｆθ特性を有する結像レンズよりも、主走査
方向の長さ（幅ＬＷ）及び光軸方向の長さ（厚みＬＴ）を小さくできる。よって、光走査
装置４００の小型化が実現される。また、ｆθ特性を有するレンズの場合、主走査断面で
見た時のレンズの入射面、出射面の形状に急峻な変化がある場合があり、そのような形状
の制約がある場合、良好な結像性能を得られない可能性がある。これに対して、結像レン
ズ４０６はｆθ特性を有していないため、主走査断面で見た時のレンズの入射面、出射面
の形状に急峻な変化が少なく良好な結像性能を得ることができる。なお、結像レンズ４０
６は、主走査方向の一部の領域にｆθ特性を有し、その他の領域にはｆθ特性を有さない
ようなレンズでもよい。
【００１８】
　なお、以下の説明において、図示しない帯電部により帯電された感光体４の表面電位（
帯電電位）（Ｖｄ）は、－４５０Ｖであり、図１では不図示の現像部が現像のために出力
する現像電位（Ｖｄｃ）は－２５０Ｖであるものとする。また、光ビーム４１０により１
画素内の全領域を露光した際の感光体４の表面電位(露光電位)（Ｖｌ）は－１５０Ｖであ
るものとする。さらに、画像形成装置内には、画像形成装置の雰囲気環境を検出するため
の不図示の温湿度センサが設けられているものとする。
【００１９】
　図３は、本実施形態による像高と部分倍率との関係を示している。なお、像高が０とは
、スポットが結像レンズ４０６の光軸上にある場合であり、以下では軸上像高と呼ぶもの
とする。また、軸上像高以外の像高を以下では、軸外像高と呼ぶものとする。さらに、絶
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対値が最大の像高を最軸外像高と呼ぶものとする。図２（Ａ）に示す様に、被走査面４０
７における最軸外像高はＷ／２である。図３において、例えば、像高の部分倍率が１３０
％とは、当該像高における走査速度が、部分倍率が１００％の像高における走査速度の１
．３倍であることを意味している。図３の例では、軸上像高における走査速度が最も低く
、像高の絶対値が大きくなる程、走査速度が速くなっている。従って、クロックの周期に
よって決めた一定の時間間隔で主走査方向の画素幅を決めてしまうと、軸上像高と軸外像
高とで画素幅が異なってしまう。したがって、本実施形態では、部分倍率補正を行う。具
体的には、像高に拘らず画素幅が略一定となる様に像高に応じて画像クロックの周波数を
補正する（画像クロック補正）ことで、部分倍率補正を行う。
【００２０】
　また、被走査面４０７上の像高が軸上像高付近のときに単位長さを走査するのにかかる
時間よりも、像高が最軸外像高付近の時に単位長さを走査するのにかかる時間の方が短く
なる。これは、光源４０１の発光輝度が一定の場合、像高が軸上像高付近の時の単位長さ
辺りの総露光量（以下、単に、単位長さ当たりの露光量と記載する。）よりも、像高が最
軸外像高付近の時の単位長さ辺りの露光量の方が少なくなることを意味する。したがって
、本実施形態では、良好な画質を得る為に、上述した部分倍率補正に加えて輝度補正を行
う。
【００２１】
　図４は、画像形成装置９の露光制御構成を示している。画像信号生成部１００は、不図
示のホストコンピュータから画像データを受け取り、画像信号であるＶＤＯ信号１１０を
生成する。また、画像信号生成部１００は、画像濃度を補正する機能を有する。制御部１
は、画像形成装置９全体の制御を行う。レーザ駆動部３００は、レーザドライバ３０７を
有する。レーザドライバ３０７は、ＶＤＯ信号１１０に基づき光源４０１の発光部１１の
発光のＯＮ／ＯＦＦを制御する。画像信号生成部１００は、画像形成のための画像信号の
出力の準備が整ったら、制御部１に印刷開始を指示する。制御部１は、ＣＰＵ２を有し、
印刷準備が整うと、副走査同期信号であるＴＯＰ信号１１２と主走査同期信号であるＢＤ
信号１１１を画像信号生成部１００に送信する。画像信号生成部１００は、これら同期信
号を受信すると、所定タイミングで画像信号であるＶＤＯ信号１１０をレーザ駆動部３０
０に出力する。画像信号生成部１００と制御部１とレーザ駆動部３００の詳細については
後述する。
【００２２】
　図５（Ａ）は、各信号の関係を示す図である。なお、図の左から右に向かって時間が経
過する。ＴＯＰ信号１１２の「ＨＩＧＨ」は、記録媒体の先端が所定の位置に到達したこ
とを示す。画像信号生成部１００は、ＴＯＰ信号１１２の「ＨＩＧＨ」を受信したら、Ｂ
Ｄ信号１１１に同期して、ＶＤＯ信号１１０を送信する。レーザ駆動部３００は、このＶ
ＤＯ信号１１０に基づいて光源４０１を発光させて感光体４に潜像を形成する。なお、図
の簡略化のため、図５（Ａ）では、ＶＤＯ信号１１０が複数のＢＤ信号１１１を跨いで連
続的に出力されているように記載している。しかしながら、実際には、ＶＤＯ信号１１０
はＢＤ信号１１１が出力されてから次のＢＤ信号１１１が出力されるまでの間のうちの所
定の期間に出力される。
【００２３】
　＜部分倍率補正＞
　次に部分倍率補正について説明する。その説明に先立って部分倍率補正が必要な理由と
、補正原理について図５（Ｂ）を用いて説明する。画像信号生成部１００は、ＢＤ信号１
１１の立ち上がりエッジを受信したら、感光体４の左端から所望の距離だけ離れた位置に
潜像を形成できるよう、所定タイミング後にＶＤＯ信号１１０を送信する。光走査装置４
００は、上述したように、被走査面４０７上の中央部（軸上像高）に比べて、端部（最軸
外像高）の走査速度が速い光学構成である。したがって、潜像Ａに示すように、軸上像高
の潜像ｄｏｔ２に比べて、最軸外像高の潜像ｄｏｔ１は主走査方向に肥大する。潜像ｄｏ
ｔ１及びｄоｔ２は、軸上像高で６００ｄｐｉの１ドット（主走査方向４２．３μｍの幅
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）に相当する時間だけ光源４０１を発光させた際に形成されるものである。そのため、本
実施形態では部分倍率補正として、主走査方向の位置に応じてＶＤＯ信号１１０の周期と
時間幅を補正する。即ち、部分倍率補正により、最軸外像高の発光時間間隔を軸上像高の
発光時間間隔と比べて短くし、潜像Ｂに示すように最軸外像高の潜像ｄｏｔ３と軸上像高
の潜像ｄｏｔ４とを同等のサイズにする。このような補正によって、主走査方向に関して
、実質的に等間隔、そして等サイズで、各画素に対応する潜像ドットを形成できるように
する。
【００２４】
　制御部１のＣＰＵ２は、画像信号生成部１００の画像処理部１０１に対し、ＶＤＯ信号
１１０の周期や時間幅を補正するため、主走査方向の位置に応じてクロック信号ＶＣＬＫ
１１３の周波数を変更する。これにより部分倍率補正が行われる。
【００２５】
　図６は、部分倍率補正の一例を示している。図６は、軸上像高に比べて最軸外像高での
走査速度が１３５％となる場合の部分倍率補正を示している。図４のＲＯＭ３には、部分
倍率補正情報が格納されている。部分倍率補正情報は、主走査方向における、クロック信
号ＶＣＬＫ１１３のクロック周波数比を示している。ＣＰＵ２は、部分倍率補正情報に基
づき、クロック信号ＶＣＬＫ１１３を画像処理部１０１に送信し、クロック周波数を制御
する。つまり、画像処理部１０１から出力されるＶＤＯ信号１１０のクロック周波数比は
、軸上像高を１００％としたとき最軸外像高で１３５％になる。このとき、最軸外像高に
おいて、光ビーム４１０のスポットが走査面４０７上を１画素の幅（４２．３μｍ）だけ
移動する期間は、軸上像高での０．７４倍になる。このような補正により、画素幅を補正
し、主走査方向に関して実質的に等間隔、そして等サイズで、各画素に対応する潜像を形
成できるようになる。
【００２６】
　なお、部分倍率補正は、上述したクロック信号ＶＣＬＫ１１３のクロック周波数比を部
分倍率に応じて変化させることに限定されない。例えば、１画素を複数に分割した画素片
を単位として露光する構成においては、部分倍率（像高）に応じて画素片を挿抜すること
により部分倍率補正を行うことができる。
【００２７】
　＜輝度補正＞
　続いて、輝度補正について説明する。上述した部分倍率補正により、像高の絶対値が大
きくなる程、１画素の露光時間を短くする補正を行う。したがって、１画素の総露光量（
積分光量）は、像高の絶対値が大きくなる程、低下する。輝度補正は、この低下を補償す
るために行う。具体的には、光源４０１の輝度（発光強度）を補正することで、１画素へ
の総露光量（積分光量）が各像高で一定となるように補正する。図４の制御部１は、ＣＰ
Ｕ２と不図示のＤＡコンバータと不図示のレギュレータを有しており、レーザ駆動部３０
０と合わせて輝度補正部を構成する。レーザ駆動部３００は、電圧を電流に変換するＶＩ
変換回路３０６と、レーザドライバ３０７を有し、光源４０１の発光部１１へ駆動電流を
供給する。ＲＯＭ３には、輝度補正情報も格納されている。輝度補正情報は、主走査方向
の位置と、発光部１１に供給する補正電流との関係を示す情報である。
【００２８】
　制御部１は、輝度補正情報に基づき、ＢＤ信号１１１に同期して、１走査線内で変化す
る輝度補正アナログ電圧３１２を出力する。輝度補正アナログ電圧３１２は、ＶＩ変換回
路３０６で電流値に変換され、レーザドライバ３０７に出力される。レーザドライバ３０
７は、所謂ＡＰＣ（Ａｕｔｏ　Ｐｏｗｅｒ　Ｃｏｎｔｒｏｌ）を実行して、発光部１１の
輝度が所望の輝度となるように自動調整する。なお、図６に示す様に、ＡＰＣは、主走査
毎の印刷領域外でＢＤ信号を検知するために発光部１１を発光させている間に実施される
。このＡＰＣでは、最軸外像高において使用する輝度を得るために発光部１１に流す駆動
電流を求める。以下では、このときの駆動電流を基準電流と呼び、そのときの発光部１１
の輝度を基準輝度と呼ぶ。ＣＰＵ２は、ＲＯＭ３に格納された輝度補正情報をもとに、像
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高に応じて輝度補正アナログ電圧３１２を制御する。ＶＩ変換部３０６は、輝度補正アナ
ログ電圧３１２を電流に変換して補正電流をレーザドライバ３０７に出力する。レーザド
ライバ３０７は、基準電流から補正電流を減ずることで、図６に示す様に、像高の絶対値
が小さくなる程、輝度が小さくなる様に、輝度を補正する。結果、軸上像高における輝度
は、最軸外像高の７４％となり、１画素への総露光量（積分光量）が各像高で一定となる
ように補正できる。
【００２９】
　上述の構成においては、特に濃度の高い（ベタ側）領域においては、像高が大きくなる
程濃度が大きくなり、その結果、中間階調含めて画像濃度が主走査方向において一定には
ならないことが分かった。以下に、部分倍率補正及び輝度補正のみを行う構成を比較例１
として、主走査方向において濃度が一定とならない理由について説明する。なお、本実施
形態において、軸上像高におけるスポット径は６０μｍであり、最軸外像高でのスポット
径は９０μｍであるものとする。
【００３０】
　比較例１は、輝度補正で１画素への総露光量（積分光量）が各像高で一定となるように
補正する構成である。図１８（Ｂ）は、比較例１の構成における、主走査方向の濃度変化
を、各階調について示している。図１８（Ｂ）に示す様に、階調値が高い領域においては
、像高が大きい領域において濃度が大きくなっている。比較例１の構成において、像高が
高い領域において濃度が大きくなる理由について説明する。ベタ画像を形成するため、主
走査方向において総ての画素を露光する際の感光体４の露光量について考える。図１３（
Ａ）は、軸上像高のスポット径が６０μｍの場合の被走査面４０７上の光量分布を示し、
図１３（Ｂ）は、最軸外像高のスポット径が９０μｍの場合の被走査面４０７上の光量分
布を示している。光量分布は、ガウス分布で近似している。図１３のスポット径に対応し
た光量分布を画素ピッチ毎に重ね合わせることで、ベタ画像を形成する際の感光体４の光
量分布を得ることができる。図１４（Ａ）は、スポット径が６０μｍの場合の光量分布で
あり、図１４（Ｂ）は、スポット径が９０μｍの場合の光量分布である。図１４に示す様
に、スポット径が６０μｍの場合、画素間隔とスポット径との関係により約±２０％の露
光量差が生じる。一方でスポット径が９０μｍの場合、露光量差は約±２％となる。
【００３１】
　次に、露光量差があるときの感光体４の感光体電位（露光電位）について考える。図１
５は、感光体４の露光量と感光体電位との関係（Ｅ-Ｖ曲線）を示している。感光体４の
露光量は、約０．２μＪ／ｃｍ２であるため、感光体４の電位は、約－１５０Ｖを示すが
、スポット径によって、値は若干異なる。図１６（Ａ）は、スポット径が６０μｍの場合
の感光体４の電位分布を示し、図１６（Ｂ）はスポット径が９０μｍの場合の感光体４の
電位分布を示している。
【００３２】
　スポット径が６０μｍであると、感光体電位は、約－１３０～－１８０Ｖの間で変化し
、その平均電位は－１５２．７Ｖである。一方、スポット径が９０μｍであると、感光体
電位は、約－１４７～－１５０Ｖの間で変位し、その平均電位は－１４８．７Ｖである。
よって、スポット径が９０μｍとスポット径６０μｍでは、平均電位が約４Ｖ異なる。本
実施形態の現像電位（Ｖｄｃ）は－２５０Ｖであり、現像コントラストは約１００Ｖであ
ることから、スポット径が９０μｍのときと、スポット径が６０μｍのときでは、約４％
（４Ｖ）のコントラスト差を持ってしまう。結果、このコントラスト差により、主走査方
向の濃度差が生じる。
【００３３】
　本実施形態で、上述の濃度差を抑制するために、以下に説明する濃度補正処理を行う。
図７は、画像処理部１０１の機能ブロック図である。不図示のホストコンピュータからの
画像データは、一旦、メモリ１１０に蓄えられる。濃度補正処理部１０１ｚは、画像デー
タに対して濃度補正処理（階調補正処理）を行い、処理後の画像データを中間調処理部１
０１ａに出力する。中間調処理部１０１ａは、各画素８ビット（２５６階調）の画像デー
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タに対して多値ディザ処理（中間調処理）を行い、５ビット（３２階調）の画像データに
変換する。位置制御部１０１ｂは、位置制御マトリクスを用いて、ドットの成長方向を表
す２ビットの位置制御データを、中間調処理部１０１ａが出力する画像データに付加する
。ＰＷＭ制御部１０１ｃは、位置制御データが付加された７ビットの画像データに基づき
パルス信号であるＶＤＯ信号１１０を生成してレーザ駆動部３００へ出力する。
【００３４】
　中間調処理部１０１ａにおける中間調処理について説明する。中間調処理部１０１ａは
、図８に示す、主走査方向（図の左右方向）に３画素、副走査方向（図の上下方向）に３
画素の計９個の画素（画素ａ～ｉ）から構成されるディザマトリクスを使用する。図９は
、図８に示すディザマトリクスを構成する各画素について、入力される階調値（画素値）
と出力するレベルとの関係を示すテーブルである。図９の各画素に対応するテーブルは、
図８に示した画素と同じ配置で示されている。
【００３５】
　中間調処理部１０１ａは、各画素ａ～ｉの階調値と閾値とを比較することで、対応する
レベル（０～３１：５ビット）を出力する。具体的には、画素ａについては、階調値が１
４４以上、かつ、１４７未満であると、レベル１を出力し、１４７以上、かつ、１５０未
満であると、レベル２を出力する。つまり、階調値が、あるレベルに対応する閾値以上、
かつ、１つ上のレベルに対応する閾値未満であると、当該レベルの値を出力する。また、
階調値がレベル１の閾値未満であると、中間調処理部１０１ａは、レベル０を出力する。
また、図９の画素ａについて、レベル１７～３１の閾値はいずれも１８１である。この場
合、画素ａの階調値が１８１以上であると、最も大きいレベル３１を中間調処理部１０１
ａは出力する。
【００３６】
　位置制御部１０１ｂは、図１０示す位置制御マトリクスを有する。位置制御マトリクス
は、ディザマトリクスを構成する各画素（画素ａ～ｉ）のそれぞれに対応して設定された
位置制御データのテーブルである。位置制御データは、「Ｒ」「Ｃ」「Ｌ」の３つの値の
いずれかであり、２ビットで表現される。例えば、Ｒ＝'０１'、Ｃ＝'００'、Ｌ＝'１０'
のように設定される。「Ｒ」「Ｃ」「Ｌ」は、画素内でのドットの位置及びその成長方向
を表す。「Ｒ」は画素の右端に配置され、左端に向う成長を行い、「Ｃ」は画素の中央に
配置され、両端に向かう成長を行い、「Ｌ」は画素の左端に配置され、右端に向かう成長
を行うこと意味する。位置制御部１０１ｂは、中間調処理後の画像データの各ディザマト
リクスを構成する各画素（５ビットのデータ）に、位置制御データのテーブルに基づき２
ビットの位置制御データを付加して、各画素について７ビットのデータを出力する。
【００３７】
　ＰＷＭ制御部１０１ｃは、各画素について７ビットのデータから各画素に対応するパル
ス信号（ＶＤＯ信号１１０）を生成する。図１１は、７ビットのデータに含まれる２ビッ
トの位置制御データと、７ビットのデータに含まれる５ビットのレベルと、ＰＷＭ制御部
１０１ｃが生成するパルス波形との関係を示している。図１１のＰＷＭ値とは、パルス信
号の幅に対応し、各レベル０～３１に対し、それぞれ、０～２５５の間の整数値が割り当
てられる。図１１に示すテーブルでは、レベル０（非発光）からレベルが上がると共にパ
ルスの幅が太くなるように設定されている。そして、レベル１７に到達すると、ＰＷＭ値
が２５５となり、全画素幅で発光する。一方、レベル１７から更にレベルが上がると、パ
ルスの幅が細くなるように設定されている。そして、レベル２４に到達すると、ＰＷＭ値
が１５０になる。また、レベル２４から更にレベルが上がると、パルスの幅が再び太くな
るように設定されている。そして、レベル３１に到達すると、ＰＷＭ値が２５５となり、
全画素幅で発光する。なお、上述した画像処理に用いられる、図８、図９、図１０、図１
１に示す各テーブルは、階調毎に設けられるディザマトリクスに関する情報であり、画像
処理部１０１のＲＯＭ１０２に保持されている。
【００３８】
　図１２は、幾つかの階調値について、ディザマトリクスの発光パターンを示している。
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図中の１マスは１画素である。図１２の各画素の黒塗り部分は、露光される領域を示して
いる。階調値０では、全画素がレベル０で、非発光である。階調値０から階調値１４３に
かけては、画素ａ、ｃ、ｇ、ｉがレベル０に留まる。一方で、画素ｂ、ｄ、ｅ、ｆ、ｈの
レベルは進行し、発光幅（露光領域）が単調に増大する。階調値１４３では、画素ｂ、ｄ
、ｅ、ｆ、ｈがレベル１７に到達し、ＰＷＭ値が２５５となり、全発光となる。階調値１
４３から階調値１７１にかけては、画素ａ、ｃ、ｇ、ｉのレベルが進行し、発光幅が単調
に増大する。一方で、画素ｂ、ｄ、ｅ、ｆ、ｈについては、発光幅が単調に減少する。
【００３９】
　階調値１７１では、画素ａ、ｃ、ｇ、ｉがレベル１０に到達し、ＰＷＭ値が１５０とな
り、各画素が発光している。また、画素ｂ、ｄ、ｅ、ｆ、ｈはレベル２４に到達し、ＰＷ
Ｍ値が１５０まで低下し、各画素が発光している。つまり、全画素がＰＷＭ値１５０で発
光している。階調値１７１から階調値２５５にかけては、全画素のレベルが進行し、発光
幅が単調に増大する。階調値２５５では、全画素がレベル３１に到達し、ＰＷＭ値が２５
５となり、全発光となる。
【００４０】
　続いて、濃度補正処理部１０１ｚでの濃度補正について説明する。本実施形態において
、ＲＯＭ１０２には、濃度補正処理部１０１ｚが使用する濃度補正情報が格納されている
。濃度補正処理部１０１ｚは、図１８（Ｂ）に示す主走査方向における画像濃度の変化を
抑制する様に、画素の主走査方向の位置に応じて階調値を補正する。なお、ここでの画像
濃度とは、記録材への印刷後（定着後）の濃度を意味する。
【００４１】
　濃度補正処理の具体例について説明する。図６の補正前階調値は、濃度補正処理部１０
１ｚに入力される画像データが示す各画素の階調値を示している。図６において、１つ走
査線の全画素の補正前階調値は２５５（ベタ画像）である。補正後階調値は、濃度補正処
理部１０１ｚによる補正後の階調値を示している。本実施形態では、１つの走査線を主走
査方向に沿って（ア）～（キ）の７つの領域に分割し、各領域それぞれについて階調値の
補正値を割り当てて濃度補正情報としている。ここで、領域（ア）と（キ）は、最軸外像
高を含む主走査方向の端部の領域である。領域（イ）と（カ）は、それぞれ、領域（ア）
と（キ）に隣接し、領域（ア）と（キ）より軸上像高に近い領域である。領域（ウ）と（
オ）は、それぞれ、領域（イ）と（カ）に隣接し、領域（イ）と（カ）より軸上像高に近
い領域である。領域（エ）は、軸上像高を含む領域である。なお、領域（エ）は、画像デ
ータを変更しない領域、つまり、補正値が０の領域である。
【００４２】
　濃度補正情報は、濃度を低下させる領域それぞれについて、階調値の低下量を示す情報
である。なお、濃度を変更するか否かに関わりなく、階調値の補正量（変化量）を示す情
報とすることもできる。この場合、濃度を変更しない領域についての補正量は０となる。
補正量を示す情報は、例えば、階調値を変化させる値や、階調値を変化させる割合を示し
ている。また、補正前の階調値ごとに、濃度補正情報を設ける構成とすることができる。
図６の例においては、領域（ウ）と（オ）については階調値を２だけ減少させて２５３と
している。領域（イ）と（カ）については階調値を３だけ減少させて２５２としている。
領域（ア）と（キ）については階調値を１０だけ減少させて２４５としている。このよう
に、軸上像高から最軸外像高にかけて階調値の低下量を大きくして濃度を下げる。このよ
うな濃度補正処理を行うことにより、図６の印刷画像濃度として示す様に、主走査方向に
おける画像濃度を一定にすることができる。
【００４３】
　図１７は、全画素の階調値が２５５である、いわゆるベタ画像を印刷する場合の処理の
説明図である。図の１マスは、１画素であり、本例においてそのサイズは、４２．３μｍ
×４２．３μｍである。図１７は、ディザマトリクス９個分の範囲を示している。図１７
（Ａ）に示す様に、全画素について補正前の階調値は２５５である。図１７（Ｂ）は、濃
度補正処理後の階調値であり、領域に応じて、図に示す様に階調値が変更される。図１７
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（Ｃ）は、補正後の階調値に基づき得られる各画素の露光領域（発光パターン）を示して
いる。図１７（Ｃ）に示す様に、領域（エ）については、各画素それぞれがＰＷＭ値２５
５（全幅）で露光される。領域（ウ）、（オ）は、一部の画素がＰＷＭ値２２５で露光さ
れ、残りの画素がＰＷＭ値２５５で露光される。領域（イ）、（カ）は、一部の画素がＰ
ＷＭ値２４０で露光され、残りの画素がＰＷＭ値２５５で露光される。領域（ア）、（キ
）は、一部の画素がＰＷＭ値２４０で露光され、他の一部の画素がＰＷＭ値１５０で露光
され、残りの画素がＰＷＭ値２５５（全幅）で露光される。
【００４４】
　図１８（Ａ）は、本実施形態による濃度補正処理を行った場合の主走査方向の濃度変化
を各階調値について示している。比較例である図１８（Ｂ）においては、部分倍率補正及
び輝度補正のみを行うため、上述した様に、階調値の大きい領域では、主走査方向の端部
において濃度が高くなる。本実施形態では、部分倍率補正及び輝度補正に加えて、階調値
を変換する濃度補正を行うため、階調値の大きい領域においても、主走査方向の濃度変化
を小さくすることができる。
【００４５】
　以上、本実施形態において、光走査装置４００は、像高に応じて走査速度が変化する光
で感光体４を走査する構成である。このため、制御部１は、部分倍率補正及び輝度補正を
行う。さらに、濃度補正処理部１０１ｚは、感光体４における走査光のスポット径の像高
に応じた変化に起因する濃度変化を抑えるため濃度補正情報に基づき階調値の補正を行う
。この構成により、光走査装置４００の構成に起因する主走査方向の濃度変化を低減させ
ることができる。なお、濃度補正情報は、予め作成してＲＯＭ１０１に格納しておく。
【００４６】
　＜第二実施形態＞
　続いて、第二実施形態について第一実施形態との相違点を中心に説明する。本実施形態
では、輝度補正を行わない。したがって、ＡＰＣで決定した基準電流を輝度補正アナログ
電圧３１２で補正する必要はなく、露光制御構成を簡略化することができる。輝度補正を
行わないため、第一実施形態で述べた様に、１画素への総露光量（積分光量）は、軸上像
高を１００％としたときに最軸外像高では７４％となる。本実施形態では、総露光量の変
化についても濃度補正処理で相殺させる。つまり、第一実施形態における輝度補正も、第
一実施形態における濃度補正に組み込む。図２４は、本実施形態における濃度補正を示し
ている。なお、上述した様に、輝度補正を行わないため、光源輝度は、基準輝度で一定で
ある。本実施形態では、領域（ア）と（カ）については階調値を変更しない。一方、他の
領域については階調値を小さくし画像濃度を低下させる。図２４では、領域（イ）と（カ
）は２４０とし、領域（ウ）と（オ）は２２５とし、領域（エ）は２１０としている。領
域（エ）の階調値は、領域（ア）の階調値の８２％であり、輝度補正を行う場合の露光量
の低下量である７４％より大きくしている。これは、第一実施形態で説明した様に、スポ
ット径の変化による主走査方向の端部における濃度の増加を考慮したものである。
【００４７】
　以上、本実施形態において、光走査装置４００は、像高に応じて走査速度が変化する光
で感光体４を走査する構成である。ここで、本実施形態では、第一実施形態とは異なり、
制御部１は、部分倍率補正を行うが、輝度補正を行わない。このため、本実施形態では、
走査速度の変化による感光体４の露光量の変化に起因する主走査方向の濃度変化と、感光
体４における走査光のスポット径の像高に応じた変化に起因する濃度変化とを合わせた濃
度変化が生じる。このため、この濃度変化を抑制する様に濃度補正情報を作成し、予めＲ
ＯＭ１０１に格納しておく。そして、濃度補正処理部１０１ｚは、濃度補正情報に基づき
階調値の補正を行う。この構成により、光走査装置４００の構成に起因する主走査方向の
濃度変化を低減させることができる。なお、本実施形態は、走査速度の変化による感光体
４の露光量の変化と、感光体４における走査光のスポット径の像高に応じた変化に起因す
る感光体４の露光量の変化の両方を階調値の補正により抑えるものである。しかしながら
、この２つの要因による感光体４の露光量の変化を輝度補正により抑える構成とすること
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もできる。この場合、濃度補正処理部１０１ｚを省略することができる。
【００４８】
　＜第三実施形態＞
　続いて、第三実施形態について第一実施形態との相違点を中心に説明する。本実施形態
では、現像方式としてジャンピング現像方式を使用する。本実施形態の光走査装置４００
の結像レンズ４０６は、ｆθ特性を有している。つまり、偏向器４０５が等角速度で回転
しているときに、スポットは被走査面４０７上で等速に移動する。このため、本実施形態
では、部分倍率補正及び輝度補正は必要ではない。
【００４９】
　図１９（Ａ）は、本実施形態による現像部２０８の構成図である。現像部２０８は、現
像剤として磁性一成分トナーを用いたジャンピング現像方式を使用する。現像部２０８は
、その枠体としてトナーの格納容器２０６を有する。格納容器２０６の内部にはトナーＴ
が収容される。また格納容器２０６は、現像部２０８の各部材を支持する。現像スリーブ
２０３は、格納容器２０６に回転可能に支持され、図の反時計方向へ回転駆動される。格
納容器２０６に支持される規制ブレード２０４は、現像スリーブ２０３上のトナーの層厚
を規制し、現像スリーブ２０３に担持されるトナーを帯電させる。さらに格納容器２０６
には、現像スリーブ２０３とトナー容器２０６の隙間からトナーＴが飛散することを防ぐ
ためのシート部材２０７が設けられる。
【００５０】
　格納容器２０６内のトナーＴは、現像スリーブ２０３内のマグネットローラ（不図示）
の磁気力により現像スリーブ２０３に引き寄せられ坦持される。現像スリーブ２０３上に
坦持されたトナーＴは、規制ブレード２０４に運ばれ、規制ブレード２０４と現像スリー
ブ２０３の摺擦により電荷付与され、現像スリーブ２０３上に坦持される。現像スリーブ
２０３と感光体４との距離が所定の距離で一定になるように、現像スリーブ２０３の両端
部に距離規制部材２０９が設けられる。現像スリーブ２０３と感光体４との近接領域に、
不図示の高圧電源により現像バイアスを印加することにより、現像スリーブ２０３上のト
ナーＴは感光体４の潜像に現像される。また、現像部２０８は、結合部材２１０を中心と
して回動可能である。そして、不図示の付勢部材と、現像部２０８の自重により、現像ス
リーブ２０３は距離規制部材２０９を挟んで感光体４の方向に押される様になっている。
【００５１】
　図１９（Ｂ）は、現像スリーブ２０３と感光体４との近接部における、現像スリーブ２
０３にかかる力と変形方向を示す図である。現像スリーブ２０３には、規制ブレード２０
４が感光体４の方向に向けて押す力（図中の点線矢印で示す。）と、感光体４が距離規制
部材２０９を介して感光体４とは反対方向に向けて押す力（図中の一点鎖線で示す）と、
がかかる。規制ブレード２０４が押す力は、現像スリーブ２０３の中央部を感光体４の方
に変形させる様に働き（図中の点線で示す）、感光体４が押す力は、現像スリーブ２０３
の端部を感光体４とは逆側に変形させる様に働く（図中の一点鎖線で示す）。これらの力
がかかる結果、現像スリーブ２０３の中央部は、全体としては、感光体４の方向に押され
て変形する。この変形は、現像スリーブ２０３の径が小さい等、その強度が弱い程、大き
くなる。画像形成装置の小型化への要望に応えるため、現像スリーブ２０３の径は小さく
、結果、感光体４と現像スリーブ２０３との距離は、主走査方向において一定ではない。
つまり、主走査方向の中央部における距離は、端部より近くなり、中央部の濃度が端部よ
り濃くなる。
【００５２】
　本実施形態でも、第一実施形態と同様に、主走査方向を７つの領域に分割し、各領域に
対する補正量を割り当てる。これにより、現像スリーブ２０３と、感光体４との距離が主
走査方向において一定ではないことにより生じる濃度変化を補正する。図２５は、本実施
形態による濃度補正の説明図であり、前述の実施形態と同様に、補正前階調値が総て２５
５の場合を示している。なお、上述した様に、本実施形態では、部分倍率補正及び輝度補
正を行う必要はなく、よって、クロック周波数及び光源輝度は一定である。本実施形態で



(14) JP 2019-123189 A 2019.7.25

10

20

30

40

50

は、領域（ア）と（キ）の補正後の階調値は２５５である。また、領域（イ）と（カ）の
補正後の階調値は、２４８であり、領域（ウ）と（オ）の補正後の階調値は、２３９であ
り、領域（エ）の補正後の階調値は、２３５である。この様に、主走査方向の中央部に向
かうほど、補正量を大きくして、階調値を下げることで、主走査方向における濃度変化を
小さくすることができる。
【００５３】
　図２０（Ａ）は、本実施形態による構成における主走査方向の濃度変化を、各階調につ
いて示したものである。上述した濃度補正により、現像スリーブ２０３と感光体４との距
離の主走査方向における不均一性に起因する現像性の差を抑制し、主走査方向の濃度変化
を抑えることができる。図２０（Ｂ）は、比較例２であり、濃度補正処理を行わず、入力
される階調値そのままで印刷を行った場合の濃度変化を、各階調について示したものであ
る。現像スリーブ２０３と感光体４との距離の主走査方向における変化により、主走査方
向の端部において、濃度が低くなっている。
【００５４】
　以上、本実施形態において、光走査装置４００は、像高に拘わらず一定の速度で感光体
４を走査する構成である。一方、現像部２０８は、現像スリーブ２０３と、感光体４とが
接触しない構成である。この構成では、上述した様に、現像スリーブ２０３と感光体４と
の距離の主走査方向における不均一性が生じ得る。そして、この不均一性に起因して主走
査方向の濃度変化が生じる。このため、この濃度変化を抑制する様に濃度補正情報を作成
し、予めＲＯＭ１０１に格納しておく。そして、濃度補正処理部１０１ｚは、濃度補正情
報に基づき階調値の補正を行う。この構成により、現像部２０８の構成に起因する主走査
方向の濃度変化を低減させることができる。なお、本実施形態でも、現像スリーブ２０３
と感光体４との距離の主走査方向の不均一性に起因する主走査方向の濃度変化を輝度補正
により抑える構成とすることもできる。この場合、濃度補正処理部１０１ｚを省略するこ
とができる。
【００５５】
　なお、本実施形態は、第一実施形態又は第二実施形態と組み合わせることもできる。つ
まり、ｆθ特性を有さない光走査装置４００を使用する場合にも適用することができる。
例えば、第一実施形態と組み合わせた構成では、像高による走査光のスポット径の変化に
起因する主走査方向の濃度変化と、現像スリーブ２０３と感光体４との距離の主走査方向
における不均一性に起因する主走査方向の濃度変化との両方を合わせた濃度変化を抑制す
る様に濃度補正情報を作成し、予めＲＯＭ１０１に格納する。また、第二実施形態と組み
合わせた構成では、さらに、主走査方向における露光量の変化に起因する主走査方向の濃
度変化も考慮した濃度補正情報を作成し、予めＲＯＭ１０１に格納する。輝度補正のみに
より行う場合についても、同様の考え方を適用できる。
【００５６】
　＜第四実施形態＞
　続いて、第四実施形態について第一実施形態との相違点を中心に説明する。現像部２０
８は、その方式に拘わらず。種々の要因により、主走査方向における現像特性が一定にな
らない場合がある。例えば、格納容器２０８の主走査方向の端部側ではトナーの流動性が
中央部に比べて低くなり易く、主走査方向の端部の濃度が中央部に比べて低くなり得る。
第一実施形態では、光走査装置４００の構成（特性）及びそれを使用しての露光制御特性
を補償するための部分倍率補正及び輝度補正に加えて、濃度補正を行っていた。本実施形
態では、この濃度補正において、現像部の構成による濃度の不均一も補正する。この場合
、主走査方向の端部で濃度が高くなる特性（第一実施形態）と、主走査方向の中央部で濃
度が高くなる特性とが合わさって、複雑な特性になる。しかしながら、その特性に合わせ
て、濃度補正情報設定することができる。
【００５７】
　図２６は、本実施形態による濃度補正の説明図であり、前述の実施形態と同様に、補正
前の階調値は２５５である。図２６に示す様に、本実施形態では、領域（ア）と（キ）の
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補正後の階調値は２４７である。また、領域（イ）と（カ）の補正後の階調値は２４０で
ある。さらに、領域（ウ）と（オ）の補正後の階調値は２４５であり、領域（エ）の補正
後の階調値は２５５である。
【００５８】
　図２１（Ｂ）は、比較例３であり、濃度補正処理を行わず、入力される階調値そのまま
で印刷を行った場合の濃度変化を、各階調について示したものである。上述した様に、光
走査装置４００の特性及びそれを使用しての露光制御特性による濃度変化と、現像部の特
性による濃度変化とが合わさった濃度変化が生じている。一方、図２１（Ａ）は、本実施
形態による構成における主走査方向の濃度変化を、各階調について示したものである。上
述した濃度補正により、光走査装置４００の特性及びそれを使用しての露光制御特性によ
る濃度変化と、現像部の特性による濃度変化の合成濃度変化を抑制することができる。
【００５９】
　なお、本実施形態は、第一実施形態で説明した主走査方向における濃度変化と現像部の
構成による主走査方向における濃度変化とを合わせた濃度変化を濃度補正処理部１０１ｚ
で補正するものである。しかしながら、第二実施形態で説明した主走査方向における濃度
変化と現像部の構成による主走査方向における濃度変化とを合わせた濃度変化を濃度補正
処理部１０１ｚで補正する構成とすることもできる。さらに、例えば、現像部２０８が、
第三実施形態で説明したジャンピング方式である場合、現像スリーブ２０３と感光体４と
の距離の変化に起因する濃度変化と、現像部２０８の構成の他の要因に起因する濃度変化
とを合わせた濃度変化を濃度補正処理部１０１ｚで補正する構成とすることもできる。な
お、現像部２０８の構成の他の要因に起因する濃度変化とは、例えば、格納容器２０６内
での主走査方向におけるトナーの流動性の変化に起因する濃度変化である。さらに、本実
施形態でも、濃度補正処理部１０１ｚでの階調補正に変えて、輝度補正により主走査方向
の濃度変化を抑える構成とすることもできる。
【００６０】
　＜第五実施形態＞
　続いて、第五実施形態について第三実施形態との相違点を中心に説明する。本実施形態
では、現像部２０８の使用状況に応じて使用する濃度補正情報を切り替える。図１９（Ａ
）に示す様に、現像部２０８は、結合部材２１０を中心として回動可能に構成され、不図
示の付勢部材と、現像部２０８の自重により、現像スリーブ２０３は感光体４に向けて押
される。したがって、現像部２０８の格納容器２０６に格納されているトナー量により自
重は変化し、現像スリーブ２０３の中央部が感光体４の方に変形する量も変化する。この
ため、格納容器２０６に格納されているトナー量（以下、単にトナー残量と呼ぶ。）に応
じて、主走査方向における現像特性も変化する。例えば、図１９に示す構成においては、
トナー残量が少なくなると、主走査方向の中央部における現像スリーブ２０３と感光体４
との距離は短くなり、中央部における画像濃度が高くなる。
【００６１】
　本実施形態では、複数の濃度補正情報をＲＯＭ１０２に格納しておき、トナー残量に応
じて使用する濃度補正情報を選択する。一例として、トナー残量が２５％以上あるときの
第１濃度補正情報と、トナー残量が２５％未満であるときの第２濃度補正情報の２つの濃
度補正情報を使用する。トナー残量が２５％以上あるときには、図２５を用いて説明した
第１濃度補正情報を使用する。そして、トナー残量が２５％を下回ると、第２濃度補正情
報を使用する。例えば、補正前の階調値が２５５であると、第２濃度補正情報による補正
後の階調値は、領域（ア）と（キ）は２５５であり、領域（イ）と（カ）は２４０であり
、領域（ウ）と（オ）は２３５であり、領域（エ）は２２５である。この様に、領域（ア
）と（キ）を除き、階調値の低下量を第１濃度補正情報より大きくする。
【００６２】
　図２２（Ａ）は、本実施形態の構成において、トナー残量が２０％での、各階調におけ
る主走査方向の濃度変化を示している。トナーの使用状態が進むと、現像スリーブ２０３
と感光体４との距離がより小さくなったとして、第２濃度補正情報を使用する。結果、現
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像スリーブ２０３と感光体４との距離の部分的な変化による現像性の差を抑制し、主走査
方向における濃度変化を小さくすることができる。
【００６３】
　図２２（Ｂ）は、比較例４であり、濃度補正処理を行わない場合の、各階調における主
走査方向の濃度変化を示している。図２２（Ｃ）は、比較例５であり、第三実施形態の様
に、トナー残量が少なくなっても濃度補正情報を切り換えることなく同じとした場合の、
各階調における主走査方向の濃度変化を示している。比較例４、５共に、主走査方向の中
央部の濃度が端部の濃度より高くなっている。これは、上述した様に、現像スリーブ２０
３の変形による現像特性の変化による。なお、本実施形態では、１つのトナー残量閾値（
２５％）により、２つの濃度補正情報の切替を行うものとしたが、複数のトナー残量閾値
により、複数（３つ以上）の濃度補正情報の切替を行うものとすることもできる。
【００６４】
　＜第六実施形態＞
　続いて、第六実施形態について、第五実施形態との相違点を中心に説明する。本実施形
態において、現像部は、現像剤として非磁性一成分トナーを使用する接触現像方式を使用
する構成である。接触現像方式においても、主走査方向において濃度差が生じる。これは
、摩擦によるトナーの電荷が中央部よりも端部の方が高くなり易いからである。結果、主
走査方向の中央部に比べて端部の画像濃度が低くなり易い。
【００６５】
　さらに、接触現像方式では、現像部の使用状況に応じて主走査方向における濃度差は変
化する。接触現像方式では、感光体４と現像スリーブ２０３とを接触させ、かつ、現像ス
リーブ２０３と感光体４の回転速度には差を設ける。したがって、使用により、感光体４
の表層が削れてゆく。ここで、感光体４は、薄層のアルミニウム材を基材としており、若
干、撓むことから、主走査方向の中央に比べて端部の削れる量が多くなる。削れる量の多
い部分は、感光体４の静電容量が増加し、帯電部による帯電電位の絶対値が高くなる（本
例では、帯電電位は負の値）。帯電電位が高くなると、露光電位の絶対値も高くなる（本
実施例では、露光電位は負の値）。結果、削れた部分は現像電位とのコントラストが小さ
くなり、画像濃度は薄くなる。
【００６６】
　つまり、接触現像方式の現像部では、現像スリーブ２０３と感光体４の回転時間が長く
なると、主走査方向の中央部に比べて端部の画像濃度は減少する。よって、本実施形態で
は、現像スリーブ２０３の回転時間による現像特性の変化を考慮した上で、画像濃度が主
走査方向で一定となるように、濃度補正条件を設定する。具体的には、現像スリーブ２０
３の累積回転時間が所定時間となるまでの間に使用する第１濃度補正条件と、現像スリー
ブ２０３の累積回転時間が所定時間を超えると使用する第２濃度補正条件を予め決定する
。第２濃度補正条件は、第１濃度補正条件と比較して、中央部の補正後の階調値が低くな
るようにする。なお、累積回転時間の閾値を複数設け、３つ以上の濃度補正条件から累積
回転時間に応じて選択した１つの濃度補正条件を使用する構成とすることもできる。
【００６７】
　＜第七実施形態＞
　続いて、第六実施形態について第七実施形態との相違点を中心に説明する。第六実施形
態で説明した様に、接触現像方式の現像部では、トナーの摩擦による帯電電荷は中央部よ
りも端部の方が多くなり、よって、中央部に比べて端部の画像濃度が低くなり易い。これ
は、トナー容器２０６内において、現像スリーブ２０３の端部付近のトナーは、中央側に
比べて流動速度が小さくならかである。ここで、トナーの流動性は、温度特性をもってい
る。具体的には、画像形成装置の使用雰囲気環境が高温環境下にある場合や、画像形成装
置の使用が続いて機内の温度が高くなると、トナーの流動性は低下する。結果、中央部に
比べて端部の画像濃度が低くなる。
【００６８】
　よって、本実施形態では、トナーの使用温度状態を考慮した上で、印刷される画像濃度
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温度が２７度を上回ると、濃度補正条件を切り換えて、中央部の画像濃度が薄くなるよう
にする。また、第六実施形態と第七実施形態とを合わせて、温度と累積回転時間に基づき
、使用する濃度補正条件を複数の濃度補正条件から選択する構成とすることもできる。
【００６９】
　＜その他の実施例＞
　本発明の種々の実施形態について、モノクロ画像形成装置を用いて説明した。しかしな
がら、中間転写方式やタンデム転写方式のカラー画像形成装置などに対しても本発明を適
用できる。
【００７０】
　また、第一実施形態では、輝度補正と濃度補正を合わせて、スポット径の差による感光
体４の電位差を抑制していた。ここで、スポット径の変化は、光走査装置４００の構成に
依存し、主走査方向の端部において最大になるとは限らない。図２３にスポット径の像高
依存性を示す。典型的には、スポット径の像高依存性は、図２３（Ａ）に示す様に、主走
査方向の端部において最大となる。しかしながら、光走査装置４００を構成する部材のア
ライメントによっては、図２３（Ｂ）に示す様に、主走査方向の中央から端部に向けて一
旦増加し、その後、減少する場合もあり得る。このような場合には、スポット径が大きい
像高で光量を小さくするような補正を行えばよい。
【００７１】
　また、第三実施形態については、ジャンピング現像方式の現像部２０８を例にして説明
を行った。しかしながら、接触現像等の類似の現像方式においても同様の効果が得られ、
本発明を適用できる。また、上述した各実施形態では、走査線を主走査方向に沿った７つ
の領域に分割し、濃度補正情報は、各領域の階調値の補正量を示すものであった。しかし
ながら、分割する領域数は、７つに限定されず、２つ以上の任意の数を使用することがで
きる。なお、上記各実施形態の任意の組み合わせの可能であり得る。
【００７２】
　また、本発明は、上述の実施形態の１以上の機能を実現するプログラムを、ネットワー
ク又は記憶媒体を介してシステム又は装置に供給し、そのシステム又は装置のコンピュー
タにおける１つ以上のプロセッサーがプログラムを読出し実行する処理でも実現可能であ
る。また、１以上の機能を実現する回路（例えば、ＡＳＩＣ）によっても実現可能である
。
【符号の説明】
【００７３】
　４：感光体、１０１ｚ：濃度補正処理部、１０１ａ：中間調処理部、４００：光走査装
置、２０８：現像部
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【図１９】 【図２０】
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【図２１】 【図２２】

【図２３】 【図２４】
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【図２５】 【図２６】
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